




















































互貸借だけでなく、域外利用や相互利用(事例 5 小矢部市、 9 大阪市)、広域利用が行われること




























































は整っている。総合自録を検索して貸出を申し込む利用者も増加している(事例 9 大板市、 11鳥取
県)。相互貸借管理システムも約 570/0の県で実施されている。




(3) 相互貸借を依頼する理由 (W2010年度報告書』第2章 3(3)) 
市区町村立図書館が相互貸借を依頼する主な理由は、 a. 絶版・品切れ等により購入できないため，
71. 9%、b. 資料購入費が少ないため， 59.2%、C. 自館の資料収集方針・資料選択基準に適合しない
ため， 37.5%、d. 協力貸出・相互貸借のほうが、購入するよりも提供までに時間がかからないため，
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たりの冊数では非常に大きな格差がある (W2010 年度報告書~ p 22、表 2.26)0地方でも、非常に高
い水準の貸出を行っている県が増えているが、まだ貸出冊数が少ない県もある。貸出資料については、
市町村のための貸出用レファレンス資料等を購入している例がある(事例 1 秋田県)。


















書館の 61.2%が借用依頼する資料の範囲等を明確化している (W2010 年度報告書~ p. 13)。市区町村










































へのサービスのためには、公民館図書室等への協力貸出が必要である(事例 l 秋田県、 8 岐阜県、


















が自立つこと、借りる図書館と貸す図書館の役割が I~定化していることが指摘されている (~2010 年
























期待される。秋田県(事例 1)、神奈川県(事例 2)、岐阜県(事例 8)等の事例を参考にして取り組
むことが望ましい。
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(9)搬送手段の活用
図書館資料の搬送網は、都道府県内公共図書館関の協力貸出・相互貸借のために確立されてきたも
のであるが、ブロック内公共図書館の相互貸{昔、都道府県内の大学図書館、学校図書館、専門図書館
や専問機関との相互貸借並びに関連するサービスのためにも活用することができる。搬送網を従来よ
りも広範囲かっ多数の図書館関で活用すれば、費用対効果が高まる。
(10) 費用対効果の分析
従来、公共図書館では、サービスの実施については報告が行われるものの、必要な費用や得られた
便益については十分報告されない傾向があった。公共図書館の経営においても、コストや費用対効果
が重要となっている。協力貸出・相互貸借に関しても、必要な費用、結果としての利用状況や得られ
た使益の意義等について詳しい調査や報告が必要である。特に専門的な資料の提供が地域の課題解決
支援に役立った例については詳しい報告が期待される。
(11)協力貸出・相互貸借政策の確立
先進的な自治体でこのような取り組みを進めるだけでなく、広く全国に普及させるには、全国的な
政策として進める必要がある。他舘種図書館や関係機関との相互貸借を進めるには、関係団体との連
携・協力が必要であり、さらに、文部科学省の政策として位置付けーることが望ましい。これからの図
書館の在り方検討協力者会議『これからの図書館像j](2006)では、「文部科学省は、館積を越えたi玄j警:
館の連携協力が広がっていることを踏まえて、公立図書館、学校図書館、大学図書館の担当部局間で
連絡調整を行い、館種を越えた連携協力を促進するとともに、宣告種を越えた総合的なI~警官官政策の立
案に努めることが望まれるJと述べている。文部科学省においては、このような取り組み、特に、館
種を超えた相互貸借政策の具体化が必要で、ある。『これからの図書館像』の提案に応えて、全国的な公
共図書館関係団体による問題提起、調査研究、対ー外的アピーノレが期待される。
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